
（平成２５年３月６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認広島地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件



広島厚生年金 事案 2772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 15 年４月から 17 年６月までは 22 万円、同年７月から 19 年８月までは

20 万円、同年９月及び同年 10 月は 19 万円、同年 11 月から 21 年４月までは

20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

申立人の申立期間②から⑬までの標準賞与額に係る記録については、平成

15 年８月７日を 13 万円、同年 12 月７日を 14 万円、16 年８月 7日を 13 万円、

同年 12 月７日を 14 万 7,000 円、17 年８月７日、同年 12 月７日及び 18 年８

月22日を 13万 7,000円、同年12月７日及び19年８月７日を13万 4,000円、

同年12月７日及び20年８月７日を13万1,000円、同年12月７日を12万8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 10 年１月１日から 21 年 10 月１日まで 

         ② 平成 15 年８月７日 

         ③ 平成 15 年 12 月７日 

         ④ 平成 16 年８月７日 

         ⑤ 平成 16 年 12 月７日 

         ⑥ 平成 17 年８月７日 

         ⑦ 平成 17 年 12 月７日 

         ⑧ 平成 18 年８月 22 日 

         ⑨ 平成 18 年 12 月７日 

         ⑩ 平成 19 年８月７日 

    

    

    

    



⑪ 平成 19 年 12 月７日 

          ⑫ 平成 20 年８月７日 

          ⑬ 平成 20 年 12 月７日 

          ⑭ 平成 21 年８月７日 

私がＡ社に勤務していた申立期間①の標準報酬月額が実際の給与支給額

と相違している上、申立期間②から⑭までに支給された賞与も記録されてい

る標準賞与額と相違していると思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立期間①における申立人の標準報酬月額については、申立

人から提出された給与明細書及び給与所得の源泉徴収票並びにＢ市が保管

する申立人に係る給与支払報告書及び住民税の賦課資料により確認又は推

認できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、申立期間①のうち、平成

15 年４月から 17 年６月までは 22 万円、同年７月から 19 年８月までは 20

万円、同年９月及び同年 10 月は 19 万円、同年 11 月から 21 年４月までは

20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行については、

健康保険厚生年金保険標準報酬算定基礎届により、事業主は申立人の報酬月

額をオンライン記録どおりに届け出ていることが確認できることから、社会

保険事務所（当時）は給与支給額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 10 年 12 月から 15 年３月までについては、

上記給与明細書等により確認又は推認できる保険料控除額又は報酬月額の

それぞれに見合う標準報酬月額のうちのいずれかが、オンライン記録の標準

報酬月額と同額又は低額であることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間①のうち、平成 10 年１月から同年 11 月までの期間及び

21 年５月から同年９月までの期間については、申立人は給与明細書を所持

していない上、Ａ社も申立人に係る賃金台帳等を保管しておらず、Ｂ市が保



管する住民税の賦課資料等によっても当該期間の厚生年金保険料控除額及

び報酬月額について推認することができず、ほかに申立人の当該期間におけ

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

２ 申立人は、申立期間②から⑭までの標準賞与額の相違について申し立てて

いるが、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②から⑬までの標準賞与額については、申立人から

提出された賞与明細書及び給与所得の源泉徴収票並びにＢ市が保管する給

与支払報告書及び住民税の賦課資料により確認又は推認できる厚生年金保

険料控除額又は賞与額から、平成 15 年８月７日を 13 万円、同年 12 月７日

を 14 万円、16 年８月７日を 13 万円、同年 12 月７日を 14 万 7,000 円、17

年８月７日、同年 12 月７日及び 18 年８月 22 日を 13 万 7,000 円、同年 12

月７日及び 19 年８月７日を 13 万 4,000 円、同年 12 月７日及び 20 年８月７

日を 13 万 1,000 円、同年 12 月７日を 12 万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行については、

健康保険厚生年金保険賞与支払届により、事業主は申立人の賞与額をオンラ

イン記録どおりに届け出ていることが確認できることから、社会保険事務所

は賞与支給額又は保険料控除額に見合う標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間⑭については、申立人は賞与明細書を所持していない上、

Ｂ市が保管する住民税の賦課資料等によっても当該期間の厚生年金保険料

控除額及び賞与額について推認することができず、ほかに申立人の当該期間

における厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、申立人が主張する

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案2773 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和50年７月25日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を11

万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： 昭和50年７月25日から同年８月11日まで 

私は、昭和47年４月にＣ社に入社して以来、平成19年10月に退職するまで、

グループ内の事業所に継続して勤務したが、同社からＡ社に異動した際の厚

生年金保険記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る人事記録、同社の回答及び同僚の証言から

判断すると、申立人は同社のグループ企業に継続して勤務し（昭和50年７月25

日にＣ社からＡ社に異動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の申立人に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票における昭和50年８月の記録から、11万8,000円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としているが、申立人と同じ日付でＣ社からＡ社

に異動した全員が昭和50年７月25日にＣ社において被保険者資格を喪失して

いるにもかかわらず、同年８月11日にＡ社において被保険者資格を取得してい

ることから、事業主が同日を申立人の資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所（当時）は、申立人に係る昭和50年７月の保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は申立人に係る同年７月の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 10 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 27 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 10 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、平成 10 年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社に異動し

たが、異動した時の厚生年金保険の記録に未加入期間が生じているので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の承継会社であるＣ社及びＡ社の当時の社会保険事務担当者は、Ｂ社は

Ａ社の承継会社であり、転籍した従業員に勤務の空白期間は無かったと回答し

ているとともに、Ｃ社は、申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員が保管し

ている給与明細書により、平成 10 年６月の給与から厚生年金保険料を控除し

ていたことが確認できると回答していることから、申立人は申立てに係る事業

所に継続して勤務し（平成 10 年６月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 10

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、38 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、承継

会社は資格喪失日を誤って平成 10 年５月 31 日と届け出たと回答している上、

事業主が資格喪失日を同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主



が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 10 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 44 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 10 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、平成 10 年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社に異動し

たが、異動した時の厚生年金保険の記録に未加入期間が生じているので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の承継会社であるＣ社及びＡ社の当時の社会保険事務担当者は、Ｂ社は

Ａ社の承継会社であり、転籍した従業員に勤務の空白期間は無かったと回答し

ているとともに、Ｃ社は、申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員が保管し

ている給与明細書により、平成 10 年６月の給与から厚生年金保険料を控除し

ていたことが確認できると回答していることから、申立人は申立てに係る事業

所に継続して勤務し（平成 10 年６月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 10

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、44 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、承継

会社は資格喪失日を誤って平成 10 年５月 31 日と届け出たと回答している上、

事業主が資格喪失日を同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主



が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 10 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 10 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 10 年５月 31 日から同年６月１日まで 

私は、平成 10 年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社に異動し

たが、異動した時の厚生年金保険の記録に未加入期間が生じているので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の承継会社であるＣ社及びＡ社の当時の社会保険事務担当者は、Ｂ社は

Ａ社の承継会社であり、転籍した従業員に勤務の空白期間は無かったと回答し

ているとともに、Ｃ社は、申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員が保管し

ている給与明細書により、平成 10 年６月の給与から厚生年金保険料が控除し

ていたことが確認できると回答していることから、申立人は申立てに係る事業

所に継続して勤務し（平成 10 年６月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成 10

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、22 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、承継

会社は資格喪失日を誤って平成 10 年５月 31 日と届け出たと回答している上、

事業主が資格喪失日を同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主



が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 44 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

私は、昭和 39 年１月から平成 15 年８月までＡ社に勤務したが、Ｂ支店か

らＣ支店に所属が変更になった際の厚生年金保険の加入記録に欠落がある

ので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録、Ａ社の回答等から判断すると、申立人は同社

に継続して勤務し（昭和44年12月１日に同社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 44 年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 6,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は保険料を納付したか否かは不明としているが、事業主が保管する

健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届確認通知書における資格喪失日が

昭和 44 年 11 月 30 日となっていることから、社会保険事務所は申立人に係る

同年 11 月の保険料について納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                    

  

広島国民年金 事案 1445 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年１月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 28 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成元年１月から同年７月まで 

私の妻は、平成元年１月頃に私の国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を自身の保険料と一緒に納付してくれたはずであるが、

申立期間が国民年金に未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その妻が申立期間当時、申立人の国民年金の加入手続を行った

と主張しているところ、国民年金手帳記号番号払出管理簿により、申立期間

においてＡ市（現在は、Ｂ市）で払い出された国民年金手帳記号番号につい

て確認したが、申立人の名前は無く、欠番も見当たらない上、オンライン記

録により氏名検索を行っても申立人の国民年金加入記録は確認できないこと

から、申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付するこ

とができない。 

また、申立人は、申立期間の保険料について、申立人の妻が自身の保険料

と一緒に納付したと主張しているところ、オンライン記録によると、申立人

の妻の申立期間に係る保険料については、平成元年１月から同年３月までの

保険料は社会保険事務所（当時）が過年度保険料として収納し、同年４月か

ら同年７月までの保険料はＡ市が現年度保険料として収納していることが確

認できることから、申立人の保険料についても同様に取り扱われた上で納付

が記録されなかったということになるが、申立人に係る収納事務について同

時期に複数の機関の処理に誤りが生じる可能性は極めて低いものと考えられ

る。 

さらに、申立人は、国民年金への加入手続及び保険料納付に直接関与して

いない上、申立人の保険料を納付したとされる申立人の妻も申立人の保険料



                    

  

の納付状況等について具体的な記憶を有していない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                    

  

広島国民年金 事案 1446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年４月から 63 年６月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 57 年４月から 63 年６月まで 

私は、昭和 57 年４月に農業者年金に加入した際に国民年金の付加年金に

も加入し、付加保険料を納付していたが、申立期間が国民年金の定額保険

料のみの納付記録となっており、付加保険料の納付記録が確認できないこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、農業者年金に加入した昭和 57 年４月に、国民年金の付加年金に

も加入したと主張しているところ、Ａ市の申立人に係る国民年金納付者リス

トを見ると、申立人が付加保険料の納付の申出（国民年金法第 87 条の２第１

項）を行った年月は 63 年７月と記録されており、オンライン記録と一致して

いる上、既に付加保険料の納付の申出を行い付加保険料を納付中の者につい

て、同市が再度付加保険料の納付の申出を受理することも考え難い。 

また、独立行政法人農業者年金基金が保管する農業者年金被保険者資格取

得届から、申立人が農業者年金の加入手続を行った時期は昭和 58 年９月であ

り、57 年４月に遡って資格取得していることが確認できることから、当該加

入手続の時点では、同年４月まで遡って国民年金の付加保険料を納付するこ

とが可能であるが、申立人は定額保険料とは別に付加保険料のみを遡って納

付した記憶は無いとしている。 

さらに、Ａ市及び社会保険事務所（当時）が、申立期間の６年３か月とい

う長期間にわたり継続して付加保険料の納付記録を誤り続けるとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の付加保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                    

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島厚生年金 事案 2778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 17 年７月 

年金事務所から、私のＡ社における厚生年金保険の記録において、平成

17 年７月の賞与に係る標準賞与額の記録が反映されていない可能性がある

旨の文書が届いたので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「平成 17 年７月の賞与の対象期間は 16 年 11 月 16 日から 17 年５

月 15 日までであるが、申立人は当該期間において、賞与の支給の対象となら

ない『加工パート』であったために、同年７月の賞与は支給していない。」と

回答している上、同社から提出された申立人の雇用区分及び契約条件変更に

係る部内決裁書の写しによっても、申立人が平成 17 年６月 16 日付けで賞与

の支給の無い契約条件の「加工パート」から賞与の支給の有る契約条件の

「事務パート」に雇用区分が変更となったことが確認できる。 

また、申立人は平成 17 年７月の賞与に係る賞与明細書を所持しておらず、

当該賞与の支給について具体的な記憶も有していない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 


